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令和７年５月９日 

 

 

埼玉消費者被害をなくす会と株式会社ＨＡＬとの間の 

差止請求に関する協議が調ったことについて 

 

 

消費者契約法第 39条第１項の規定に基づき下記の事項を公表する。 

 

記 

 

１．協議が調ったと認められるものの概要 

（１）事案の概要 

本件は、適格消費者団体である特定非営利活動法人埼玉消費者被害をなくす会

（以下「埼玉消費者被害をなくす会」という。）が、株式会社ＨＡＬ（以下「ＨＡ

Ｌ」という。）に対し、ＨＡＬが「Ｄｒ．Ｓｔｉｃｋ ｔｙｐｅＸ」（以下「本件商

品」という。）を販売するウェブサイトにおける広告（以下「本件広告」という。）

のうち、以下の各表示（以下「本件表示」という。）について、不当景品類及び不

当表示防止法（以下「景品表示法」という。）第 34条第１項第２号（※１）に規定され

る有利誤認表示に該当するとして、本件表示の使用停止又は修正を求め、また、特

定商取引に関する法律（以下「特定商取引法」という。）第 12 条の６第１項に規定

される特定申込みを受ける場合、当該特定申込みに係る手続が表示される映像面

（以下「最終確認画面」という。）において売買契約の申込みの撤回又は解除に関

する事項を表示しなければならないにもかかわらず（特定商取引法第 12 条の６第

１項第２号）、これを表示していなかったことが、特定商取引法第 58 条の 19 第２

号（※２）に該当するとして、最終確認画面の表示の修正を求めた事案である。 

 

（本件表示） 

１ 「本体相当分無料！ 11,220円ＯＦＦで今すぐ手に入れる！」 

２ 「どのような理由でも満足できなかった場合は、初回分を全額返金致します。」 

３ 「購入回数に縛りなし」、「お届け回数に関わらず解約ＯＫ！」、「お届け回数の

契約縛りなし！」 

 

（理由） 

 【本件表示】 

 １ 上記１の表示は二重価格表示に当たるところ、二重価格表示を行う場合、比較
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対照価格がどのような価格であるかを正確に表示することが求められるが、上記

１の表示では比較対照価格が表示されていないことから、商品の価格について、

実際のものよりも取引の相手方に著しく有利であると誤認される表示（景品表示

法第 34条第１項第２号）に該当する。 

 ２ 上記２の表示については、その下部において注意事項、適用条件及びお申込み

手順が記載されているが、その文字が小さく見づらいことから、あたかも無条件

で初回分全額返金保証を受けられるものと消費者を誤認させるおそれがあるため、

商品の取引条件について、実際のものよりも著しく有利であると誤認される表示

（景品表示法第 34条第１項第２号）に該当する。 

 ３ 本件広告では、「ご注文完了後のお客様都合による返品・交換・ご注文のキャ

ンセルについては、一切受け付けておりません。」との注意書きがあり、また、

クレジットカードの悪用等を想定した対策として、「１回目にお届けした商品の

お受け取り」を解約の条件としていることから、本件商品の定期購入契約を解約

するに当たっては、実際には、１回目の商品を受け取ることが条件となっている。

しかし、上記３の表示では、あたかも１回も商品を受け取ることなく契約を解約

できるものと消費者を誤認させるおそれがあるため、商品の取引条件について、

実際のものよりも著しく有利であると誤認される表示（景品表示法第 34 条第１

項第２号）に該当する。 

 

【最終確認画面】 

   「ご注文内容の確認」という画面は最終確認画面に当たるところ、特定商取引

法第 12 条の６第１項第２号では、最終確認画面において売買契約の申込みの撤

回又は解除に関する事項を表示すべきものとされているにもかかわらず、「ご注

文内容の確認」においては「１回目にお届けした商品のお受け取り」が解約の条

件である旨が表示されていないことから、特定商取引法第 58条の 19第２号に該

当する。 

 

（※１）景品表示法 

  （差止請求権等） 

 第三十四条 消費者契約法（平成十二年法律第六十一号）第二条第四項に規定する適格消費

者団体（以下「適格消費者団体」という。）は、事業者が、不特定かつ多数の一般消費者

に対して次の各号に掲げる行為を現に行い又は行うおそれがあるときは、当該事業者に対

し、当該行為の停止若しくは予防又は当該行為が当該各号に規定する表示をしたものであ

る旨の周知その他の当該行為の停止若しくは予防に必要な措置をとることを請求すること

ができる。 

一 ［略］ 

二 商品又は役務の価格その他の取引条件について、実際のもの又は当該事業者と同種若

しくは類似の商品若しくは役務を供給している他の事業者に係るものよりも取引の相手

方に著しく有利であると誤認される表示をすること。 



         
 

3 
 

 

２・３ ［略］ 

 

（※２）特定商取引法 

（通信販売に係る差止請求権） 

第五十八条の十九 適格消費者団体は、販売業者又は役務提供事業者が、通信販売に関し、

不特定かつ多数の者に対して次に掲げる行為を現に行い又は行うおそれがあるときは、そ

の販売業者又は役務提供事業者に対し、当該行為の停止若しくは予防又は当該行為に供し

た物の廃棄若しくは除去その他の当該行為の停止若しくは予防に必要な措置をとることを

請求することができる。 

一 ［略］ 

二 特定申込みに係る書面又は手続が表示される映像面に、第十二条の六第一項各号に掲

げる事項につき表示をしない行為又は不実の表示をする行為 

三・四 ［略］ 

  

注）上記の差止請求が行われた日現在の規定 

 

（２）結果 

埼玉消費者被害をなくす会は、令和６年 12月 11日、ＨＡＬに対する申入れを開

始し、ＨＡＬにより申入れの趣旨に沿う対応がなされたものとして、令和７年３月

６日、申入れを終了した。 

 

２．適格消費者団体の名称 

特定非営利活動法人埼玉消費者被害をなくす会（法人番号 1030005001873） 

 

３．事業者等の氏名又は名称 

株式会社ＨＡＬ（法人番号 2290001080366） 

 

４．当該事案に関する改善措置情報（※３）の概要 

なし 

 

（※３）改善措置情報とは、差止請求に係る相手方から、差止請求に係る相手方の行為の停

止若しくは予防又は当該行為の停止若しくは予防に必要な措置をとった旨の連絡を受

けた場合におけるその内容及び実施時期に係る情報のことをいう（消費者契約法施行

規則第14条及び第28条参照）。 

以上 

 

 

 

 

消費者庁消費者制度課 

電話番号:03-3507-8800(代表) 

URL：https://www.caa.go.jp/policies/policy/consumer_system/index.html 


